
憲法を考えよう 

（自民党改憲案との比較）  

 

 現行憲法現行憲法現行憲法現行憲法     自民党憲法案自民党憲法案自民党憲法案自民党憲法案    

前文前文前文前文    日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて
行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和によ
る成果と、わが国全土にわたって自由のもたらす恵沢を確保
し、政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないやう
にすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言
し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託
によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国
民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受す
る。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に
基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及
び詔勅を排除する。 
 日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配す
る崇高な理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸国民
の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと
決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭
を地上から永遠に除去しようと努めている国際社会において、
名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、
ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を
有することを確認する。 
 われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国
を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的
なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、
他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 
 日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理

前文前文前文前文    日本国は、長い歴史と固有の文化を持ち、国民統合の象徴で

ある天皇を戴く国家であって、国民主権の下、立法、行政及び

司法の三権分立に基づいて統治される。 

 我が国は、先の大戦による荒廃や幾多の大災害を乗り越えて

発展し、今や国際社会において重要な地位を占めており、平和

主義の下、諸外国との友好関係を増進し、世界の平和と繁栄に

貢献する。 

 日本国民は、国と郷土を誇りと気概を持って自ら守り、基本

的人権を尊重するとともに、和を尊び、家族や社会全体が互い

に助け合って国家を形成する。 

 我々は、自由と規律を重んじ、美しい国土と自然環境を守り

つつ、教育や科学技術を振興し、活力ある経済活動を通じて国

を成長させる。 

 日本国民は、良き伝統と我々の国家を末永く子孫に継承する

ため、ここに、この憲法を制定する。 



想と目的を達成することを誓ふ。 
第第第第１１１１章章章章    天皇天皇天皇天皇    第１章第１章第１章第１章    天皇天皇天皇天皇    

第１条 天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であって、
この地位は、主権の存する日本国民の総意に基づく。 

第１条 

 

（天皇） 

天皇は、日本国の元首であり、日本国及び日本国民統合の象

徴であって、その地位は、主権の存する日本国民の総意に基づ

く。 

第２条 皇位は、世襲のものであつて、国会の議決した皇室典範の定
めるところにより、これを継承する。 

第２条 

 

（皇位の継承） 

皇位は、世襲のものであって、国会の議決した皇室典範の定

めるところにより、これを継承する。 

 

  第３条 

 

（国旗及び国歌） 

１ 国旗は日章旗とし、国歌は君が代とする。  

２ 日本国民は、国旗及び国歌を尊重しなければならない。 

 

  第４条 

元号 

（元号） 

元号は、法律の定めるところにより、皇位の継承があったと

きに制定する。 

第３条 天皇の国事に関するすべての行為には、内閣の助言と承認を
必要とし、内閣が、その責任を負ふ。 

第５条 

 

（天皇の権能） 

天皇は、この憲法に定める国事に関する行為を行い、国政に

関する権能を有しない。 

第４条 １天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみを行ひ、国 
政に関する権能を有しない。  

２天皇は、法律の定めるところにより、その国事に関する行為 
を委任することができる。 

第６条 

 

（天皇の国事行為等） 

１ 天皇は、国民のために、国会の指名に基づいて内閣総理大

臣を任命し、内閣の指名に基づいて最高裁判所の長である裁

判官を任命する。 

２ 天皇は、国民のために、次に掲げる国事に関する行為を行

う。  

 一 憲法改正、法律、政令及び条約を公布すること。  

 二 国会を召集すること。  

 三 衆議院を解散すること。  



 四 衆議院議員の総選挙及び参議院議員の通常選挙の施 

    行を公示すること。  

 五 国務大臣及び法律の定めるその他の国の公務員の任 

 免を認証すること。  

 六 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を認証す 

ること。  

 七 栄典を授与すること。  

 八 全権委任状並びに大使及び公使の信任状並びに批准 

 書及び法律の定めるその他の外交文書を認証するこ 

と。  

 九 外国の大使及び公使を接受すること。  

 十 儀式を行うこと。  

３ 天皇は、法律の定めるところにより、前２項の行為を委 

任することができる。  

４ 天皇の国事に関する全ての行為には、内閣の進言を必要と 

し、内閣がその責任を負う。ただし、衆議院の解散について 

は、内閣総理大臣の進言による。  

５ 第１項及び第２項に掲げるもののほか、天皇は、国又は地 

方自治体その他の公共団体が主催する式典への出席その他 

の公的な行為を行う。 

第５条 皇室典範 の定めるところにより摂政を置くときは、摂政は、
天皇の名でその国事に関する行為を行ふ。この場合には、前条
第一項の規定を準用する。 

第７条 （摂政） 

１ 皇室典範の定めるところにより摂政を置くときは、摂政 

は、天皇の名で、その国事に関する行為を行う。  

２ 第５条及び前条第４項の規定は、摂政について準用する。 

第６条 １ 天皇は、国会の指名に基いて、内閣総理大臣を任命する。 
２ 天皇は、内閣の指名に基いて、最高裁判所の長たる裁判官 
を任命する。 

 （自民党案第６条） 

第７条 天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に
関する行為を行ふ。  

 （自民党案第６条） 



 一 憲法改正、法律、政令及び条約を公布すること。  
 二 国会を召集すること。  
 三 衆議院を解散すること。  
 四 国会議員の総選挙の施行を公示すること。  
 五 国務大臣及び法律の定めるその他の官吏の任免並びに 

全権委任状及び大使及び公使の信任状を認証すること。  
 六 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を認証する 

こと。  
 七 栄典を授与すること。  
 八 批准書及び法律の定めるその他の外交文書を認証する 

こと。  
 九 外国の大使及び公使を接受すること。  
 十 儀式を行ふこと。 

第８条 皇室に財産を譲り渡し、又は皇室が、財産を譲り受け、若し
くは賜与することは、国会の議決に基かなければならない。 

第８条 

 

（皇室への財産の譲渡等の制限） 

皇室に財産を譲り渡し、又は皇室が財産を譲り受け、若しく

は賜与するには、法律で定める場合を除き、国会の承認を経な

ければならない。 

第第第第２２２２章章章章    戦争戦争戦争戦争のののの放棄放棄放棄放棄    第２章第２章第２章第２章    安全保障安全保障安全保障安全保障    

第９条 

 

 

 

１ 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希 
求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行 
使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄 
する。  

２ 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これ 
を保持しない。国の交戦権は、これを認めない。 

第９条 

 

（平和主義） 

１ 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希 

求し、国権の発動としての戦争を放棄し、武力による威嚇及 

び武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては用いな 

い。  

２ 前項の規定は、自衛権の発動を妨げるものではない。 

第９条の

２ 

 

（国防軍） 

１ 我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全を確保する 

ため、内閣総理大臣を最高指揮官とする国防軍を保持する。 

２ 国防軍は、前項の規定による任務を遂行する際は、法律の 

定めるところにより、国会の承認その他の統制に服する。  



３ 国防軍は、第一項に規定する任務を遂行するための活動の 

ほか、法律の定めるところにより、国際社会の平和と安全を 

確保するために国際的に協調して行われる活動及び公の秩 

序を維持し、又は国民の生命若しくは自由を守るための活動 

を行うことができる。  

４ 前２項に定めるもののほか、国防軍の組織、統制及び機密 

の保持に関する事項は、法律で定める。  

５ 国防軍に属する軍人その他の公務員がその職務の実施に 

伴う罪又は国防軍の機密に関する罪を犯した場合の裁判を 

行うため、法律の定めるところにより、国防軍に審判所を置 

く。この場合においては、被告人が裁判所へ上訴する権利は、 

保障されなければならない。 

第９条の

３ 

 

（領土の保全等） 

国は、主権と独立を守るため、国民と協力して、領土、領海

及び領空を保全し、その資源を確保しなければならない。 

第３章第３章第３章第３章    国民国民国民国民のののの権利及権利及権利及権利及びびびび義務義務義務義務    第３章第３章第３章第３章    国民国民国民国民のののの権利及権利及権利及権利及びびびび義務義務義務義務    

第１０条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 第１０条 

 

（日本国民） 

日本国民の要件は、法律で定める。 

第１１条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲
法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の
権利として、現在及び将来の国民に与へられる。 

第１１条 

 

（基本的人権の享有） 

国民は、全ての基本的人権を享有する。この憲法が国民に保

障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利である。 

第１２条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努
力によって、これを保持しなければならない。又、国民は、こ
れを濫用してはならないのであつて、常に公共の福祉のために
これを利用する責任を負ふ。 

第１２条 

 

（国民の責務） 

この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努

力により、保持されなければならない。国民は、これを濫用し

てはならず、自由及び権利には責任及び義務が伴うことを自覚

し、常に公益及び公の秩序に反してはならない。 

第１３条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福
追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限
り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

第１３条 

 

（人としての尊重等） 

全て国民は、人として尊重される。生命、自由及び幸福追求

に対する国民の権利については、公益及び公の秩序に反しない



限り、立法その他の国政の上で、最大限に尊重されなければな

らない。 

第１４条 １ すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、 
社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係 
において、差別されない。  

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。  
３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はな 
い。栄典の授与は、現にこれを有し、又は将来これを受ける 
者の一代に限り、その効力を有する。 

第１４条 

 

（法の下での平等） 

１ 全て国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、 

障害の有無、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又 

は社会的関係において、差別されない。  

２ 華族その他の貴族の制度は、認めない。  

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、現にこれを有し、又は 

将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

第１５条 １ 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の 
権利である。  

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者で 
はない。  

３ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障す 
る。  

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならな 
い。選挙人は、その選択に関し公的にも私的にも責任を問は 
れない。 

第１５条 

 

（公務員の選定及び罷免に関する権利等） 

１ 公務員を選定し、及び罷免することは、主権の存する国民 

の権利である。  

２ 全て公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者では 

ない。  

３ 公務員の選定を選挙により行う場合は、日本国籍を有する 

成年者による普通選挙の方法による。  

４ 選挙における投票の秘密は、侵されない。選挙人は、その 

選択に関し、公的にも私的にも責任を問われない。 

第１６条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の
制定、廃止又は改正その他の事項に関し、平穏に請願する権利
を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別待遇も
受けない。 

第１６条 

 

（請願する権利） 

１ 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則 

の制定、廃止又は改正その他の事項に関し、平穏に請願をす 

る権利を有する。  

２ 請願をした者は、そのためにいかなる差別待遇も受けな 

い。 

第１７条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法
律の定めるところにより、国又は公共団体に、その賠償を求め
ることができる。 

第１７条

国等に対

する賠償

請求権 

（国等に対する賠償請求権） 

何人も、公務員の不法行為により損害を受けたときは、法律

の定めるところにより、国又は地方自治体その他の公共団体

に、その賠償を求めることができる。 

 



第１８条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処
罰の場合を除いては、その意に反する苦役に服させられない。 

第１８条 

 

（身体の拘束及び苦役からの自由） 

１ 何人も、その意に反すると否とにかかわらず、社会的又は 

経済的関係において身体を拘束されない。  

２ 何人も、犯罪による処罰の場合を除いては、その意に反す 

る苦役に服させられない。 

第１９条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 第１９条 

 

（思想及び良心の自由） 

思想及び良心の自由は、保障する。 

第１９条

の２ 

 

（個人情報の不当取得の禁止等） 

何人も、個人に関する情報を不当に取得し、保有し、又は利

用してはならない。 

第２０条 １ 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる 
宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力を行使し 
てはならない。  

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加するこ 
とを強制されない。  

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動も 
してはならない。 

第２０条 （信教の自由） 

１ 信教の自由は、保障する。国は、いかなる宗教団体に対し

ても、特権を与えてはならない。  

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加するこ

とを強制されない。  

３ 国及び地方自治体その他の公共団体は、特定の宗教のため

の教育その他の宗教的活動をしてはならない。ただし、社会的

儀礼又は習俗的行為の範囲を超えないものについては、この限

りでない。 

第２１条 １ 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、こ 
れを保障する。  

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵 
してはならない。 

第２１条 （表現の自由） 

１ 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、保 

障する。  

２ 前項の規定にかかわらず、公益及び公の秩序を害すること 

を目的とした活動を行い、並びにそれを目的として結社をす 

ることは、認められない。  

３ 検閲は、してはならない。通信の秘密は、侵してはならな 

い。 

第２１条

の２ 

（国政上の行為に関する説明の責務） 

国は、国政上の行為につき国民に説明する責務を負う。 



第２２条 １ 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業 
選択の自由を有する。  

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵され 
ない。 

第２２条 （住居、移転及び職業選択の自由等） 

１ 何人も、居住、移転及び職業選択の自由を有する。  

２ 全て国民は、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を有 

する。 

第２３条 学問の自由は、これを保障する。 第２３条 （学問の自由） 

学問の自由は、保障する。 

第２４条 １ 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権 
利を有することを基本として、相互の協力により、維持され 
なければならない。  

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚 
姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、個人 
の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければな 
らない。 

第２４条 （家族、婚姻等に関する基本原則） 

１ 家族は、社会の自然かつ基礎的な単位として、尊重される。 

家族は、互いに助け合わなければならない。  

２ 婚姻は、両性の合意に基づいて成立し、夫婦が同等の権利 

を有することを基本として、相互の協力により、維持されな 

ければならない。  

３ 家族、扶養、後見、婚姻及び離婚、財産権、相続並びに親 

族に関するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と 

両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。 

第２５条 １ すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利 
を有する。  

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及 
び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。 

第２５条 （生存権等） 

１ 全て国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を 

有する。  

２ 国は、国民生活のあらゆる側面において、社会福祉、社会 

保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。 

第２５条

の２ 

（環境保全の責務） 

国は、国民と協力して、国民が良好な環境を享受することが

できるようにその保全に努めなければならない。 

第２５条

の３ 

（在外国民の保護） 

国は、国外において緊急事態が生じたときは、在外国民の保

護に努めなければならない。 

第２５条

の４ 

（犯罪被害者等への配慮） 

国は、犯罪被害者及びその家族の人権及び処遇に配慮しなけ

ればならない。 



第２６条 １ すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応 
じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。  

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する 
子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これ 
を無償とする。 
 

第２６条 （教育に関する権利及び義務等） 

１ 全て国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じ 

て、等しく教育を受ける権利を有する。  

２ 全て国民は、法律の定めるところにより、その保護する子 

に普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育は、無償とす 

る。  

３ 国は、教育が国の未来を切り拓く上で欠くことのできない 

ものであることに鑑み、教育環境の整備に努めなければなら 

ない。 

第２７条 １ すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。  
２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、 
法律でこれを定める。  

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

第２７条 （勤労の権利及び義務等） 

１ 全て国民は、勤労の権利を有し、義務を負う。  

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、 

法律で定める。  

３ 何人も、児童を酷使してはならない。 

第２８条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をす
る権利は、これを保障する。 

第２８条 （勤労者の団結権等） 

１ 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動を 

する権利は、保障する。  

２ 公務員については、全体の奉仕者であることに鑑み、法律 

の定めるところにより、前項に規定する権利の全部又は一部 

を制限することができる。この場合においては、公務員の勤 

労条件を改善するため、必要な措置が講じられなければなら 

ない。 

第２９条 １ 財産権は、これを侵してはならない。  
２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこ 
れを定める。  

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひ 
ることができる 

第２９条 （財産権） 

１ 財産権は、保障する。  

２ 財産権の内容は、公益及び公の秩序に適合するように、法 

律で定める。この場合において、知的財産権については、国 

民の知的創造力の向上に資するように配慮しなければなら 

ない。  

３ 私有財産は、正当な補償の下に、公共のために用いること 



ができる。 

第３０条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 第３０条 （納税の義務） 

国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う。 

第３１条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しく
は自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。 

第３１条 （適正手続きの保障） 

何人も、法律の定める適正な手続によらなければ、その生命

若しくは自由を奪われ、又はその他の刑罰を科せられない。 

第３２条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 第３２条 （裁判を受ける権利） 

何人も、裁判所において裁判を受ける権利を有する。 

第３３条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有
する司法官憲が発し、且つ理由となっている犯罪を明示する令
状によらなければ、逮捕されない。 

第３３条 （逮捕に関する手続きの保障） 

何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、裁判官が

発し、かつ、理由となっている犯罪を明示する令状によらなけ

れば、逮捕されない。 

第３４条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼
する権利を与へられなければ、抑留又は拘禁されない。又、何
人も、正当な理由がなければ、拘禁されず、要求があれば、そ
の理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷で
示されなければならない。 

第３４条 （拘留及び拘禁に関する手続きの保障） 

１ 何人も、正当な理由がなく、若しくは理由を直ちに告げら 

れることなく、又は直ちに弁護人に依頼する権利を与えられ 

ることなく、抑留され、又は拘禁されない。  

２ 拘禁された者は、拘禁の理由を直ちに本人及びその弁護人 

の出席する公開の法廷で示すことを求める権利を有する。 

第３５条 １ 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索 
及び押収を受けることのない権利は、第33条の場合を除い 
ては、正当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する場所及び 
押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

２  捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の 
令状により、これを行ふ。 

第３５条 （住居等の不可侵） 

１ 何人も、正当な理由に基づいて発せられ、かつ、捜索する 

場所及び押収する物を明示する令状によらなければ、住居そ 

の他の場所、書類及び所持品について、侵入、捜索又は押収 

を受けない。ただし、第 33 条の規定により逮捕される場合 

は、この限りでない。  

２ 前項本文の規定による捜索又は押収は、裁判官が発する各 

別の令状によって行う。 

第３６条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる。 第３６条 （拷問及び残虐な刑罰の禁止） 

公務員による拷問及び残虐な刑罰は、禁止する。 

 



第３７条 

 

１ すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅 
速な公開裁判を受ける権利を有する。  

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分 
に与へられ、又、公費で自己のために強制的手続により証人 
を求める権利を有する。  

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を 
依頼することができる。被告人が自らこれを依頼することが 
できないときは、国でこれを附する。 

第３７条 （刑事被告人の権利） 

１ 全て刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速 

な公開裁判を受ける権利を有する。  

２ 被告人は、全ての証人に対して審問する機会を十分に与え 

られる権利及び公費で自己のために強制的手続により証人 

を求める権利を有する。  

３ 被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼 

することができる。被告人が自らこれを依頼することができ 

ないときは、国でこれを付する。 

第３８条 

 

１ 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。  
２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若 
しくは拘禁された後の自白は、これを証拠とすることができ 
ない。  

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場 
合には、有罪とされ、又は刑罰を科せられない。 

第３８条 （刑事事件における自白等） 

１ 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。  

２ 拷問、脅迫その他の強制による自白又は不当に長く抑留さ 

れ、若しくは拘禁された後の自白は、証拠とすることができ 

ない。  

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場 

合には、有罪とされない。 

第３９条 

 

何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた
行為については、刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪
について、重ねて刑事上の責任を問はれない。 

第３９条 （遡及刑罰等の禁止） 

何人も、実行の時に違法ではなかった行為又は既に無罪とさ

れた行為については、刑事上の責任を問われない。同一の犯罪

については、重ねて刑事上の責任を問われない。 

第４０条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、
法律の定めるところにより、国にその補償を求めることができ
る。 

第４０条 （刑事補償を求める権利）  

何人も、抑留され、又は拘禁された後、裁判の結果無罪とな

ったときは、法律の定めるところにより、国にその補償を求め

ることができる。 

 

第４章第４章第４章第４章    国会国会国会国会    第４章第４章第４章第４章    国会国会国会国会    

第４１条 国会は、国権の最高機関であって、国の唯一の立法機関であ
る。 

第４１条 （国会と立法権） 

国会は、国権の最高機関であって、国の唯一の立法機関であ

る。 



第４２条 国会は、衆議院及び参議院の両議院でこれを構成する。 第４２条 （両議院） 

国会は、衆議院及び参議院の両議院で構成する。 

第４３条 １ 両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織 
する。  

２ 両議院の議員の定数は、法律でこれを定める。 

第４３条 （両議院の組織） 

１ 両議院は、全国民を代表する選挙された議員で組織する。 

２ 両議院の議員の定数は、法律で定める。 

第４４条 両議院の議員及びその選挙人の資格は、法律でこれを定め
る。但し、人種、信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産
又は収入によって差別してはならない。 

第４４条 （議員の予備選挙人の資格） 

両議院の議員及びその選挙人の資格は、法律で定める。この

場合においては、人種、信条、性別、障害の有無、社会的身分、

門地、教育、財産又は収入によって差別してはならない 

第４５条 衆議院議員の任期は、四年とする。但し、衆議院解散の場合
には、その期間満了前に終了する。 

第４５条 （衆議院議員の任期） 

衆議院議員の任期は、四年とする。ただし、衆議院が解散さ

れた場合には、その期間満了前に終了する。 

第４６条 参議院議員の任期は、六年とし、三年ごとに議員の半数を改
選する。 

第４６条 （参議院議員の任期） 

参議院議員の任期は、六年とし、三年ごとに議員の半数を改

選する。 

第４７条 選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項
は、法律でこれを定める。 

第４７条 （選挙に関する事項） 

選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項

は、法律で定める。この場合においては、各選挙区は、人口を

基本とし、行政区画、地勢等を総合的に勘案して定めなければ

ならない。 

第４８条 

 

何人も、同時に両議院の議員たることはできない。 第４８条 （両議院議員兼職の禁止） 

何人も、同時に両議院の議員となることはできない。 

第４９条 両議院の議員は、法律の定めるところにより、国庫から相当
額の歳費を受ける。 

第４９条 （議員の歳費） 

両議院の議員は、法律の定めるところにより、国庫から相当

額の歳費を受ける。 

第５０条 両議院の議員は、法律の定める場合を除いては、国会の会期
中逮捕されず、会期前に逮捕された議員は、その議院の要求が
あれば、会期中これを釈放しなければならない。 

第５０条 （議員の不逮捕特権） 

両議院の議員は、法律の定める場合を除いては、国会の会期

中逮捕されず、会期前に逮捕された議員は、その議院の要求が

あるときは、会期中釈放しなければならない。 



第５１条 両議院の議員は、議院で行った演説、討論又は表決について、
院外で責任を問はれない。 

第５１条 （議員の免責特権） 

両議院の議員は、議院で行った演説、討論又は表決について、

院外で責任を問われない。 

第５２条 国会の常会は、毎年一回これを召集する。 第５２条 （通常国会） 

１ 通常国会は、毎年一回召集される。  

２ 通常国会の会期は、法律で定める。 

第５３条 

 

内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづ
れかの議院の総議員の四分の一以上の要求があれば、内閣は、
その召集を決定しなければならない。 

第５３条 （臨時国会） 

内閣は、臨時国会の召集を決定することができる。いずれか

の議院の総議員の四分の一以上の要求があったときは、要求が

あった日から二十日以内に臨時国会が召集されなければなら

ない。 

第５４条 

 

１ 衆議院が解散されたときは、解散の日から四十日以内に、 
衆議院議員の総選挙を行ひ、その選挙の日から三十日以内 
に、国会を召集しなければならない。  

２ 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。 
但し、内閣は、国に緊急の必要があるときは、参議院の緊急 
集会を求めることができる。  

３ 前項但書の緊急集会において採られた措置は、臨時のもの 
であって、次の国会開会の後十日以内に、衆議院の同意がな 
い場合には、その効力を失ふ。 

第５４条 （衆議院の解散と衆議院議員の総選挙、特別国会及び参議院の

緊急招集） 

１ 衆議院の解散は、内閣総理大臣が決定する。  

２ 衆議院が解散されたときは、解散の日から四十日以内に、 

衆議院議員の総選挙を行い、その選挙の日から三十日以内 

に、特別国会が召集されなければならない。  

３ 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。 

ただし、内閣は、国に緊急の必要があるときは、参議院の緊 

急集会を求めることができる。  

４ 前項ただし書の緊急集会において採られた措置は、臨時の 

ものであって、次の国会開会の後十日以内に、衆議院の同意 

がない場合には、その効力を失う。 

第５５条 

 

両議院は、各々その議員の資格に関する争訟を裁判する。但
し、議員の議席を失はせるには、出席議員の三分の二以上の多
数による議決を必要とする。 

第５５条 （議員の資格審査） 

両議院は、各々その議員の資格に関し争いがあるときは、こ

れについて審査し、議決する。ただし、議員の議席を失わせる

には、出席議員の三分の二以上の多数による議決を必要とす

る。 

 



第５６条 

 

１ 両議院は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなけれ 
ば、議事を開き議決することができない。  

２ 両議院の議事は、この憲法に特別の定のある場合を除いて 
は、出席議員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議 
長の決するところによる。 

第５６条 （評決及び定足数） 

１ 両議院の議事は、この憲法に特別の定めのある場合を除い 

ては、出席議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の 

決するところによる。  

２ 両議院の議決は、各々その総議員の三分の一以上の出席が 

なければすることができない。 

第５７条 

 

１ 両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二 
以上の多数で議決したときは、秘密会を開くことができる。 

２ 両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の 
中で特に秘密を要すると認められるもの以外は、これを公表 
し、且つ一般に頒布しなければならない。  

３ 出席議員の五分の一以上の要求があれば、各議員の表決 
は、これを会議録に記載しなければならない。 

第５７条 （会議及び会議録の公開等） 

１ 両議院の会議は、公開しなければならない。ただし、出席 

議員の三分の二以上の多数で議決したときは、秘密会を開く 

ことができる。  

２ 両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の 

中で特に秘密を要すると認められるものを除き、これを公表 

し、かつ、一般に頒布しなければならない。  

３ 出席議員の五分の一以上の要求があるときは、各議員の表 

決を会議録に記載しなければならない。 

第５８条 

 

１ 両議院は、各々その議長その他の役員を選任する。  
２ 両議院は、各々その会議その他の手続及び内部の規律に関 
する規則を定め、又、院内の秩序をみだした議員を懲罰する 
ことができる。但し、議員を除名するには、出席議員の三分 
の二以上の多数による議決を必要とする。 

第５８条 （役員の選任並びに議員規則及び懲罰） 

１ 両議院は、各々その議長その他の役員を選任する。  

２ 両議院は、各々その会議その他の手続及び内部の規律に関 

する規則を定め、並びに院内の秩序を乱した議員を懲罰する 

ことができる。ただし、議員を除名するには、出席議員の三 

分の二以上の多数による議決を必要とする。 

第５９条 １ 法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、両 
議院で可決したとき法律となる。  

２ 衆議院で可決し、参議院でこれと異なつた議決をした法律 
案は、衆議院で出席議員の三分の二以上の多数で再び可決し 
たときは、法律となる。  

３ 前項の規定は、法律の定めるところにより、衆議院が、両 
議院の協議会を開くことを求めることを妨げない。  

４ 参議院が、衆議院の可決した法律案を受け取つた後、国会 

第５９条 （法律案の議決及び衆議院の優越） 

１ 法律案は、この憲法に特別の定めのある場合を除いては、 

両議院で可決したとき法律となる。  

２ 衆議院で可決し、参議院でこれと異なった議決をした法律 

案は、衆議院で出席議員の三分の二以上の多数で再び可決し 

たときは、法律となる。  

３ 前項の規定は、法律の定めるところにより、衆議院が両議 

院の協議会を開くことを求めることを妨げない。  



休会中の期間を除いて六十日以内に、議決しないときは、衆 
議院は、参議院がその法律案を否決したものとみなすことが 
できる。 

４ 参議院が、衆議院の可決した法律案を受け取った後、国会 

休会中の期間を除いて六十日以内に、議決しないときは、衆 

議院は、参議院がその法律案を否決したものとみなすことが 

できる。 

第６０条 １ 予算は、さきに衆議院に提出しなければならない。  
２ 予算について、参議院で衆議院と異なつた議決をした場合 
に、法律の定めるところにより、両議院の協議会を開いても 
意見が一致しないとき、又は参議院が、衆議院の可決した予 
算を受け取った後、国会休会中の期間を除いて三十日以内 
に、議決しないときは、衆議院の議決を国会の議決とする。 

第６０条 （予算案の決議等に関する衆議院の優越） 

１ 予算案は、先に衆議院に提出しなければならない。  

２ 予算案について、参議院で衆議院と異なった議決をした場 

合において、法律の定めるところにより、両議院の協議会を 

開いても意見が一致しないとき、又は参議院が、衆議院の可 

決した予算案を受け取った後、国会休会中の期間を除いて三 

十日以内に、議決しないときは、衆議院の議決を国会の議決 

とする。 

第６１条 条約の締結に必要な国会の承認については、前条第二項の規
定を準用する。 

第６１条 （条約の承認に関する衆議院の優越） 

条約の締結に必要な国会の承認については、前条第二項の規

定を準用する。 

第６２条 

 

両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関して、証
人の出頭及び証言並びに記録の提出を要求することができる。 

第６２条 （議院の国政調査権） 

両議院は、各々国政に関する調査を行い、これに関して、証

人の出頭及び証言並びに記録の提出を要求することができる。 

第６３条 

 

内閣総理大臣その他の国務大臣は、両議院の一に議席を有す
ると有しないとにかかはらず、何時でも議案について発言する
ため議院に出席することができる。又、答弁又は説明のため出
席を求められたときは、出席しなければならない。 

第６３条 （内閣総理大臣等の議院出席の権利及び義務） 

１ 内閣総理大臣及びその他の国務大臣は、議案について発言 

するため両議院に出席することができる。  

２ 内閣総理大臣及びその他の国務大臣は、答弁又は説明のた 

め議院から出席を求められたときは、出席しなければならな 

い。ただし、職務の遂行上特に必要がある場合は、この限り 

でない。 

第６４条 

 

１ 国会は、罷免の訴追を受けた裁判官を裁判するため、両議 
院の議員で組織する弾劾裁判所を設ける。 

２  弾劾に関する事項は、法律でこれを定める。 

第６４条 （弾劾裁判所） 

１ 国会は、罷免の訴追を受けた裁判官を裁判するため、両議 

院の議員で組織する弾劾裁判所を設ける。  

２ 弾劾に関する事項は、法律で定める。 



 

 

 第６４条

の２ 

（政党） 

１ 国は、政党が議会制民主主義に不可欠の存在であることに 

鑑み、その活動の公正の確保及びその健全な発展に努めなけ 

ればならない。  

２ 政党の政治活動の自由は、保障する。  

３ 前二項に定めるもののほか、政党に関する事項は、法律で 

定める。 

第５章第５章第５章第５章    内閣内閣内閣内閣    第５章第５章第５章第５章    内閣内閣内閣内閣    

第６５条 行政権は、内閣に属する。 第６５条 （内閣と行政権） 

行政権は、この憲法に特別の定めのある場合を除き、内閣に

属する。 

第６６条 

 

１ 内閣は、法律の定めるところにより、その首長たる内閣総 
理大臣及びその他の国務大臣でこれを組織する。  

２ 内閣総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならな 
い。  

３ 内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任 
を負ふ。 

第６６条 （内閣の構成及び国会に対する責任） 

１ 内閣は、法律の定めるところにより、その首長である内閣 

総理大臣及びその他の国務大臣で構成する。  

２ 内閣総理大臣及び全ての国務大臣は、現役の軍人であって 

はならない。  

３ 内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任 

を負う。 

第６７条 １ 内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを 
指名する。この指名は、他のすべての案件に先だって、これ 
を行ふ。  

２ 衆議院と参議院とが異なつた指名の議決をした場合に、法 
律の定めるところにより、両議院の協議会を開いても意見が 
一致しないとき、又は衆議院が指名の議決をした後、国会休 
会中の期間を除いて十日以内に、参議院が、指名の議決をし 
ないときは、衆議院の議決を国会の議決とする。 

第６７条 （内閣総理大臣の指名及び衆議院の優越） 

１ 内閣総理大臣は、国会議員の中から国会が指名する。  

２ 国会は、他の全ての案件に先立って、内閣総理大臣の指名 

を行わなければならない。  

３ 衆議院と参議院とが異なった指名をした場合において、法 

律の定めるところにより、両議院の協議会を開いても意見が 

一致しないとき、又は衆議院が指名をした後、国会休会中の 

期間を除いて十日以内に、参議院が指名をしないときは、衆 

議院の指名を国会の指名とする。 

第６８条 １ 内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数 
は、国会議員の中から選ばれなければならない。  

第６８条 （国務大臣の任免） 

１ 内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。この場合において 



２ 内閣総理大臣は、任意に国務大臣を罷免することができ 
る。 

は、その過半数は、国会議員の中から任命しなければならな 

い。  

２ 内閣総理大臣は、任意に国務大臣を罷免することができ 

る。 

第６９条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議
案を否決したときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、
総辞職をしなければならない。 

第６９条 （内閣の不信任と総辞職） 

内閣は、衆議院が不信任の決議案を可決し、又は信任の決議

案を否決したときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、

総辞職をしなければならない。 

第７０条 内閣総理大臣が欠けたとき、又は衆議院議員総選挙の後に初
めて国会の召集があつたときは、内閣は、総辞職をしなければ
ならない。 

第７０条 （内閣総理大臣が欠けたとき等の内閣の総辞職等） 

１ 内閣総理大臣が欠けたとき、又は衆議院議員の総選挙の後 

に初めて国会の召集があったときは、内閣は、総辞職をしな 

ければならない。  

２ 内閣総理大臣が欠けたとき、その他これに準ずる場合とし 

て法律で定めるときは、内閣総理大臣があらかじめ指定した 

国務大臣が、臨時に、その職務を行う。 

第７１条 前二条の場合には、内閣は、あらたに内閣総理大臣が任命さ
れるまで引き続きその職務を行ふ。 

第７１条 （総辞職後の内閣） 

前二条の場合には、内閣は、新たに内閣総理大臣が任命され

るまでの間は、引き続き、その職務を行う。 

第７２条 

 

内閣総理大臣は、内閣を代表して議案を国会に提出し、一般
国務及び外交関係について国会に報告し、並びに行政各部を指
揮監督する。 

第７２条 （内閣総理大臣の職務） 

１ 内閣総理大臣は、行政各部を指揮監督し、その総合調整を 

行う。  

２ 内閣総理大臣は、内閣を代表して、議案を国会に提出し、 

並びに一般国務及び外交関係について国会に報告する。  

３ 内閣総理大臣は、最高指揮官として、国防軍を統括する。 

第７３条 内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。  
 一 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。  
 二 外交関係を処理すること。  
 三 条約を締結すること。但し、事前に、時宜によっては事 

後に、国会の承認を経ることを必要とする。  

第７３条 （内閣の職務） 

内閣は、他の一般行政事務のほか、次に掲げる事務を行う。 

 一 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。  

 二 外交関係を処理すること。  

 三 条約を締結すること。ただし、事前に、やむを得ない場 



 四 法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理する 
こと。  

 五 予算を作成して国会に提出すること。  
 六 この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定 

すること。但し、政令には、特にその法律の委任がある場 
合を除いては、罰則を設けることができない。  

 七 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定する 
こと。 

合は事後に、国会の承認を経ることを必要とする。  

 四 法律の定める基準に従い、国の公務員に関する事務をつ 

かさどること。  

 五 予算案及び法律案を作成して国会に提出すること。  

 六 法律の規定に基づき、政令を制定すること。ただし、政 

令には、特にその法律の委任がある場合を除いては、義務 

を課し、又は権利を制限する規定を設けることができな 

い。  

 七 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定する 

こと。 

第７４条 

 

法律及び政令には、すべて主任の国務大臣が署名し、内閣総
理大臣が連署することを必要とする。 

第７４条 （法律及び政令への署名） 

法律及び政令には、全て主任の国務大臣が署名し、内閣総理

大臣が連署することを必要とする。 

第７５条 国務大臣は、その在任中、内閣総理大臣の同意がなければ、
訴追されない。但し、これがため、訴追の権利は、害されない。 

第７５条 （国務大臣の不訴追特権） 

国務大臣は、その在任中、内閣総理大臣の同意がなければ、

公訴を提起されない。ただし、国務大臣でなくなった後に、公

訴を提起することを妨げない。 

第６章第６章第６章第６章    司法司法司法司法    第６章第６章第６章第６章    司法司法司法司法    

第７６条 １ すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところによ 
り設置する下級裁判所に属する。  

２ 特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関 
は、終審として裁判を行ふことができない。  

３ すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行 
ひ、この憲法及び法律にのみ拘束される。 

第７６条 （裁判所と司法権） 

１ 全て司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより 

設置する下級裁判所に属する。  

２ 特別裁判所は、設置することができない。行政機関は、最 

終的な上訴審として裁判を行うことができない。  

３ 全て裁判官は、その良心に従い独立してその職権を行い、 

この憲法及び法律にのみ拘束される。 

第７７条 

 

１ 最高裁判所は、訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部 
規律及び司法事務処理に関する事項について、規則を定める 
権限を有する。  

２ 検察官は、最高裁判所の定める規則に従はなければならな 

第７７条 （最高裁判所の規則制定権） 

１ 最高裁判所は、裁判に関する手続、弁護士、裁判所の内部 

規律及び司法事務処理に関する事項について、規則を定める 

権限を有する。  



い。  
３ 最高裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、 
下級裁判所に委任することができる。 

２ 検察官、弁護士その他の裁判に関わる者は、最高裁判所の 

定める規則に従わなければならない。  

３ 最高裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、 

下級裁判所に委任することができる。 

第７８条 裁判官は、裁判により、心身の故障のために職務を執ること
ができないと決定された場合を除いては、公の弾劾によらなけ
れば罷免されない。裁判官の懲戒処分は、行政機関がこれを行
ふことはできない。 

第７８条 （裁判官の身分保障） 

裁判官は、次条第三項に規定する場合及び心身の故障のため

に職務を執ることができないと裁判により決定された場合を

除いては、第六十四条第一項の規定による裁判によらなければ

罷免されない。行政機関は、裁判官の懲戒処分を行うことがで

きない。 

第７９条 １ 最高裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数の 
その他の裁判官でこれを構成し、その長たる裁判官以外の裁 
判官は、内閣でこれを任命する。  

２ 最高裁判所の裁判官の任命は、その任命後初めて行はれる 
衆議院議員総選挙の際国民の審査に付し、その後十年を経過 
した後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際更に審査に付

し、その後も同様とする。  
３ 前項の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免を可と 
するときは、その裁判官は、罷免される。  

４ 審査に関する事項は、法律でこれを定める。  
５ 最高裁判所の裁判官は、法律の定める年齢に達した時に退 
官する。  

６ 最高裁判所の裁判官は、すべて定期に相当額の報酬を受け 
る。この報酬は、在任中、これを減額することができない。 

第７９条 （最高裁判所の裁判官） 

１ 最高裁判所は、その長である裁判官及び法律の定める員数 

のその他の裁判官で構成し、最高裁判所の長である裁判官以 

外の裁判官は、内閣が任命する。  

２ 最高裁判所の裁判官は、その任命後、法律の定めるところ 

により、国民の審査を受けなければならない。  

３ 前項の審査において罷免すべきとされた裁判官は、罷免さ 

れる。  

４ 最高裁判所の裁判官は、法律の定める年齢に達した時に退 

官する。  

５ 最高裁判所の裁判官は、全て定期に相当額の報酬を受け 

る。この報酬は、在任中、分限又は懲戒による場合及び一般 

の公務員の例による場合を除き、減額できない。 

第８０条 １ 下級裁判所の裁判官は、最高裁判所の指名した者の名簿に 
よって、内閣でこれを任命する。その裁判官は、任期を十年 
とし、再任されることができる。但し、法律の定める年齢に 
達した時には退官する。  

２ 下級裁判所の裁判官は、すべて定期に相当額の報酬を受け 

第８０条 （下級裁判所の裁判官） 

１ 下級裁判所の裁判官は、最高裁判所の指名した者の名簿に 

よって、内閣が任命する。その裁判官は、法律の定める任期 

を限って任命され、再任されることができる。ただし、法律 

の定める年齢に達した時には、退官する。 



る。この報酬は、在任中、これを減額することができない。 ２ 前条第五項の規定は、下級裁判所の裁判官の報酬について

準用する。 

第８１条 最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適
合するかしないかを決定する権限を有する終審裁判所である。 

第８１条 （法令審査権と最高裁判所） 

最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適

合するかしないかを決定する権限を有する最終的な上訴審裁

判所である。 

第８２条 １ 裁判の対審及び判決は、公開法廷でこれを行ふ。 
２  裁判所が、裁判官の全員一致で、公の秩序又は善良の風 
俗を害する虞があると決した場合には、対審は、公開しない 
でこれを行ふことができる。但し、政治犯罪、出版に関する 
犯罪又はこの憲法第三章で保障する国民の権利が問題とな 
つている事件の対審は、常にこれを公開しなければならな 
い。 

第８２条 （裁判の公開） 

１ 裁判の口頭弁論及び公判手続並びに判決は、公開の法廷で 

行う。  

２ 裁判所が、裁判官の全員一致で、公の秩序又は善良の風俗 

を害するおそれがあると決した場合には、口頭弁論及び公判 

手続は、公開しないで行うことができる。ただし、政治犯罪、 

出版に関する犯罪又は第三章で保障する国民の権利が問題 

となっている事件の口頭弁論及び公判手続は、常に公開しな 

ければならない。 

第７章第７章第７章第７章    財政財政財政財政    第７章第７章第７章第７章    財政財政財政財政    

第８３条 国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行
使しなければならない。 

第８３条 （財政の基本原則） 

１ 国の財政を処理する権限は、国会の議決に基づいて行使し 

なければならない。  

２ 財政の健全性は、法律の定めるところにより、確保されな 

ければならない。 

第８４条 あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律
又は法律の定める条件によることを必要とする。 

第８４条 （租税法律義務） 

租税を新たに課し、又は変更するには、法律の定めるところ

によることを必要とする。 

第８５条 国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に
基くことを必要とする。 

第８５条 （国費の支出及び国の債務負担等） 

国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に

基づくことを必要とする。 

第８６条 内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、その
審議を受け議決を経なければならない。 

第８６条 （予算） 

１ 内閣は、毎会計年度の予算案を作成し、国会に提出して、 



その審議を受け、議決を経なければならない。  

２ 内閣は、毎会計年度中において、予算を補正するための予 

算案を提出することができる。  

３ 内閣は、当該会計年度開始前に第一項の議決を得られる見 

込みがないと認めるときは、暫定期間に係る予算案を提出し 

なければならない。  

４ 毎会計年度の予算は、法律の定めるところにより、国会の 

議決を経て、翌年度以降の年度においても支出することがで 

きる。 

第８７条 １ 予見し難い予算の不足に充てるため、国会の議決に基いて 
予備費を設け、内閣の責任でこれを支出することができる。 

２ すべて予備費の支出については、内閣は、事後に国会の承 
諾を得なければならない。 

第８７条 （予備費） 

１ 予見し難い予算の不足に充てるため、国会の議決に基づい 

て予備費を設け、内閣の責任でこれを支出することができ 

る。  

２ 全て予備費の支出については、内閣は、事後に国会の承諾 

を得なければならない。 

第８８条 すべて皇室財産は、国に属する。すべて皇室の費用は、予算
に計上して国会の議決を経なければならない。 

第８８条 （皇室の財産および皇室の費用） 

全て皇室財産は、国に属する。全て皇室の費用は、予算案に

計上して国会の議決を経なければならない。 

第８９条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使
用、便益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、
教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用
に供してはならない。 

第８９条 （公の財産の支出及び利用の制限） 

１ 公金その他の公の財産は、第二十条第三項ただし書に規定 

する場合を除き、宗教的活動を行う組織若しくは団体の使 

用、便益若しくは維持のため支出し、又はその利用に供して 

はならない。  

２ 公金その他の公の財産は、国若しくは地方自治体その他の 

公共団体の監督が及ばない慈善、教育若しくは博愛の事業に 

対して支出し、又はその利用に供してはならない。 

第９０条 

 

１ 国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検 
査し、内閣は、次の年度に、その検査報告とともに、これを 
国会に提出しなければならない。  

第９０条 （決算の承認等） 

１ 内閣は、国の収入支出の決算について、全て毎年会計検査 

院の検査を受け、法律の定めるところにより、次の年度にそ 



２ 会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。 の検査報告とともに両議院に提出し、その承認を受けなけれ 

ばならない。  

２ 会計検査院の組織及び権限は、法律で定める。  

３ 内閣は、第一項の検査報告の内容を予算案に反映させ、国 

会に対し、その結果について報告しなければならない。 

第９１条 内閣は、国会及び国民に対し、定期に、少くとも毎年一回、
国の財政状況について報告しなければならない。 

第９１条 （財政状況の報告） 

内閣は、国会に対し、定期に、少なくとも毎年一回、国の財

政状況について報告しなければならない。 

第８章第８章第８章第８章    地方自治地方自治地方自治地方自治    第８章第８章第８章第８章    地方自治地方自治地方自治地方自治    

  第９２条 （地方自治の本旨） 

１ 地方自治は、住民の参画を基本とし、住民に身近な行政を 

自主的、自立的かつ総合的に実施することを旨として行う。 

２ 住民は、その属する地方自治体の役務の提供を等しく受け 

る権利を有し、その負担を公平に分担する義務を負う。 

第９２条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本
旨に基いて、法律でこれを定める。 

第９３条 （地方自治体の種類、国及び地方自治体の協力等） 

１ 地方自治体は、基礎地方自治体及びこれを包括する広域地 

方自治体とすることを基本とし、その種類は、法律で定める。 

２ 地方自治体の組織及び運営に関する基本的事項は、地方自 

治の本旨に基づいて、法律で定める。  

３ 国及び地方自治体は、法律の定める役割分担を踏まえ、協 

力しなければならない。地方自治体は、相互に協力しなけれ 

ばならない。 

第９３条 １ 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事 
機関として議会を設置する。  

２ 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその 
他の吏員は、その地方公共団体の住民が、直接これを選挙す 
る。 

第９４条 （地方自治体の議会及び公務員の直接選挙） 

１ 地方自治体には、法律の定めるところにより、条例その他 

重要事項を議決する機関として、議会を設置する。  

２ 地方自治体の長、議会の議員及び法律の定めるその他の公 

務員は、当該地方自治体の住民であって日本国籍を有する者 

が直接選挙する。 

 



第９４条  地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び
行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定するこ
とができる。 

第９５条 （地方自治体の権能） 

地方自治体は、その事務を処理する権能を有し、法律の範囲

内で条例を制定することができる。 

  第９６条 （地方自治体の財政及び国の財政措置） 

１ 地方自治体の経費は、条例の定めるところにより課する地 

方税その他の自主的な財源をもって充てることを基本とす 

る。  

２ 国は、地方自治体において、前項の自主的な財源だけでは 

地方自治体の行うべき役務の提供ができないときは、法律の 

定めるところにより、必要な財政上の措置を講じなければな 

らない。  

３ 第八十三条第二項の規定は、地方自治について準用する。 

第９５条 一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定める
ところにより、その地方公共団体の住民の投票においてその過
半数の同意を得なければ、国会は、これを制定することができ
ない。 

第９７条 （地方自治特別法） 

特定の地方自治体の組織、運営若しくは権能について他の地

方自治体と異なる定めをし、又は特定の地方自治体の住民にの

み義務を課し、権利を制限する特別法は、法律の定めるところ

により、その地方自治体の住民の投票において有効投票の過半

数の同意を得なければ、制定することができない。 

    



  第９章第９章第９章第９章    緊緊緊緊急事態急事態急事態急事態    

  第９８条 （緊急事態の宣言） 

１ 内閣総理大臣は、我が国に対する外部からの武力攻撃、内 

乱等による社会秩序の混乱、地震等による大規模な自然災害 

その他の法律で定める緊急事態において、特に必要があると 

認めるときは、法律の定めるところにより、閣議にかけて、 

緊急事態の宣言を発することができる。  

２ 緊急事態の宣言は、法律の定めるところにより、事前又は 

事後に国会の承認を得なければならない。  

３ 内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があっ 

たとき、国会が緊急事態の宣言を解除すべき旨を議決したと 

き、又は事態の推移により当該宣言を継続する必要がないと 

認めるときは、法律の定めるところにより、閣議にかけて、 

当該宣言を速やかに解除しなければならない。また、百日を 

超えて緊急事態の宣言を継続しようとするときは、百日を超 

えるごとに、事前に国会の承認を得なければならない。  

４ 第二項及び前項後段の国会の承認については、第六十条第 

二項の規定を準用する。この場合において、同項中「三十日 

以内」とあるのは、「五日以内」と読み替えるものとする。 

   第 99 条（緊急事態の宣言の効果） 

１ 緊急事態の宣言が発せられたときは、法律の定めるところ 

により、内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定するこ 

とができるほか、内閣総理大臣は財政上必要な支出その他の 

処分を行い、地方自治体の長に対して必要な指示をすること 

ができる。  

２ 前項の政令の制定及び処分については、法律の定めるとこ 

ろにより、事後に国会の承認を得なければならない。  

３ 緊急事態の宣言が発せられた場合には、何人も、法律の定 

めるところにより、当該宣言に係る事態において国民の生 



命、身体及び財産を守るために行われる措置に関して発せら

れる国その他公の機関の指示に従わなければならない。この場 

合においても、第十四条、第十八条、第十九条、第二十一条 

その他の基本的人権に関する規定は、最大限に尊重されなけ 

ればならない。  

４ 緊急事態の宣言が発せられた場合においては、法律の定め 

るところにより、その宣言が効力を有する期間、衆議院は解 

散されないものとし、両議院の議員の任期及びその選挙期日 

の特例を設けることができる。 

 

第９章第９章第９章第９章    改正改正改正改正    第１０章第１０章第１０章第１０章    改正改正改正改正    

第９６条 １ この憲法の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成 
で、国会が、これを発議し、国民に提案してその承認を経な 
ければならない。この承認には、特別の国民投票又は国会の 
定める選挙の際行はれる投票において、その過半数の賛成を 
必要とする。  

２ 憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、国民 
の名で、この憲法と一体を成すものとして、直ちにこれを公 
布する。 

第100条 （改正） 

１ この憲法の改正は、衆議院又は参議院の議員の発議によ 

り、両議院のそれぞれの総議員の過半数の賛成で国会が議決 

し、国民に提案してその承認を得なければならない。この承 

認には、法律の定めるところにより行われる国民の投票にお 

いて有効投票の過半数の賛成を必要とする。  

２ 憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、直ち 

に憲法改正を公布する。 

第１０章第１０章第１０章第１０章    最高法規最高法規最高法規最高法規    第１１章第１１章第１１章第１１章    最高法規最高法規最高法規最高法規    

第９７条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年に
わたる自由獲得の努力の成果であって、これらの権利は、過去
幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことので
きない永久の権利として信託されたものである。 

  

第９８条 １ この憲法は、国の最高法規であって、その条規に反する法 
律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一 
部は、その効力を有しない。  

２ 日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを 
誠実に遵守することを必要とする。 

第101条 （憲法の最高法規性等） 

１ この憲法は、国の最高法規であって、その条規に反する法 

律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一 

部は、その効力を有しない。  

２ 日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを 



誠実に遵守することを必要とする。 

第９９条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務
員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ。 

第102条 （憲法尊重擁護義務） 

１ 全て国民は、この憲法を尊重しなければならない。 

２ 国会議員、国務大臣、裁判官その他の公務員は、この憲法 

を擁護する義務を負う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

私たち（国労東海本部）が考える問題点 
前文 自民党は、現在の憲法は、連合国軍の占領下で総司令部のもとに作られたものであるから、国民の意思が尊重されていないとして

おり、前文は、日本語としても違和感があって内容にも問題があるとしています。内容についての問題点は、①我国の歴史や文化、
伝統、文化を踏まえていない②基本的人権の尊重が書かれれていない③平和を愛するなどは、ユートピア的発想で自衛権の放棄であ
ると述べています。 
具体的に違いを見ると、現行憲法は、『日本国民は』と主語で始まりますが、自民党改正案は、『日本国は』から始まります。国民

を主人公であるではなく、国民上に国があることを表しました。 
 多くの国家では、憲法の前文は、その憲法の制定にあたっての基本的な理念が書かれています。現行憲法は、戦争を反省のうえに
立ち、国民主権・平和主義・基本的人権の尊重・国際協調を掲げ、国民が全力をあげてこの理想と目的を達成させると宣言していま
す。しかし、自民党改正案は、戦争の反省は一切投げ捨て、冒頭に天皇を戴く国家としてあり、国民中心から天皇中心の国家を作る
ことを宣言しています。 
 また、国民は自ら国を守れと義務化しており、徴兵制につながる可能性を秘めています。  

第１章 
第１条 
天皇 

自民党は、明治憲法には、天皇が元首であることが規定されていたし、天皇は元首であると言うことは紛れもない事実だとしてい
ます。現在天皇は、政治や外交でも儀礼的なものを行うにすぎませんが、元首となると国家を代表しての権限を持つ恐れがあります。 

第３条 
国旗及び国歌 

 国旗と国歌の条文が新設されています。自民党もすでに「国旗及び国歌に関する法律」で規定されているが、国旗、国歌をめぐっ
て教育現場で混乱が生じているから憲法に明文化したとしています。 
 ここでは、わざわざ、第１章の天皇の項に条文を規定してことは、天皇を元首と崇め、天皇と同様に国旗、国歌を崇めろと尊重の
義務化まで明文化しています。思想信条、良心に自由を侵害するものです。 

第４条 
元号 

 元号を憲法で明文化することは、天皇の国家であることを明確にするもので国民主権の観点からは許されないものです。 

第５条 
天皇の権能 
第６条 
天皇の国事行
為等 

 憲法では、第３条から第７条（第５条を除く）の部分であるが、「内閣の助言と承認」と言う文言が第３条及び第７条にあったもの
を自民党案第５条では削除、自民党案第６条４項では「進言」に変更されています。そして、第３条にある、「その責任は内閣が負う」
と言う部分も削除されています。また、第３条にある「国事に関する行為のみ」の「のみ」が削除されていることから、解釈によっ
ては天皇への権限がより大きなものとなったとも考えられます。 
 
 
 



第２章 
安全保障 
第９条 
 

 第２章が「戦争の放棄」から「安全保障」に変わっています。第９条では、「陸海空軍、その他の戦力は保持しない。国の交戦権は
これを認めない」とあったのを全文削除し、「前項の規定は、自衛権の発動を妨げるものではない」としました。自衛権の解釈が明確
ではなく、無制限に自衛権の行使ができる可能性もあり、集団的自衛権に道を開く文言となっています。 
 そして、自民党案では、第９条の２（国防軍）、第９条の３（領土の保全等）が新設されました。文民統制（シビリアンコントロー
ル）は、国会の承認とされていますが、その他統制とする文言が含まれることからシビリアンコントロールから外れて軍が独自に行
動することが明記されています。 
 国防軍の任務としては、「我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全を確保するため」「国際社会の平和と安全を確保するために
国際的に協調して行われる活動及び公の秩序を維持し、又は国民の生命若しくは自由を守るための活動」となっており、国際協力の
名のもとに海外で戦争をすることは当然であり、公の秩序を維持という名目で、結社や集会の自由を奪えることを明確にしています。 
 また、軍の秘密保全は法律で定めるとして、秘密保全法を定めることや軍事法廷を開設することが明記されました。 
 そして、領土の保全は「国民と協力」してとされ、徴兵制に道を開くことを明らかにしました。これは、自民党のＱ＆Ａでも「国
を守る義務を規定すべきだと言う意見が多く出たが具体的内容として徴兵制を問われることになるから、抽象的にした」と答えてい
ますが明らかに徴兵制を目論んだ内容です。 
 

第３章 
国民の権利及
び義務 
第１１条 
基本的人権の
享有 

 憲法では「基本的人権の享有を妨げられない」「基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へ
られる」となっているのを自民党案では、「妨げられない」「現在及び将来の国民に与へられる」と言う部分を削除しました。大きく
変わらないように見えますが、Ｑ＆Ａでは、「人権規定も、我が国の歴史、文化、伝統を踏まえたものであることも必要だと考えます。
現行憲法の規定の中には、西欧の天賦人権説（すべて人間は生まれながらに自由かつ平等で、幸福を追求する権利をもつという思
想）に基づいているものが散見されるから改める」としています。この考えからすると、日本の歴史や文化、伝統などが根本で生ま
れながらの自由とか平等などはありえない。歴史、文化、伝統を無視した人権などはありえないとしており、天皇制の歴史に否定的
な解釈をする国民は人権などありえないと言うものです。 
 

第１２条 
公益及び公の
秩序 
第１３条 
人としての尊
重等 

 自民党案は、第１２条、第１３条の文言から「公共の福祉」を削除し、変わりに「公益及び公の秩序」と言う文言が出てきました。 
第１２条では、「自由及び権利には責任及び義務が伴うことを自覚し、常に公益及び公の秩序に反してはならない」としています。Ｑ
＆Ａでは、「個人が人権を主張する場合には他人に迷惑をかけてはいけないのは当然のこと」としていますが、人権よりも公益や公が
優先するとの内容になっています。 
 また、第１３条は、「個人」が「人」に変わっています。個人ではなく集団の秩序が優先されることがうかがえる内容となっていま
す。 
  



第１４条 
法の下での平
等 

 法の下での平等をうたっていますが、憲法にある「栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない」の「いかなる特
権」が削除されました。このことによって軍事的な栄誉や勲章を与えられた者への特権が与えられる可能性を秘めています。 

第１５条 
公務員の選定
及び罷免に関
する権利等 

 自民党案の第１５条３では、「公務員の選定を選挙により行う場合は、日本国籍を有する成年者による普通選挙の方法による」とし
ており、現在でも外国人の参政権は国民主権に反すると言うことで認められていませんが、様々な議論がされてきました。しかし、「日
本国籍を有する」と明確化したことで、外国人への参政権を完全に否定しています。 

第１８条 
身体の拘束及
び苦役からの
自由 

 憲法では「何人もいかなる」とあるのを自民党案は「何人も、その意に反すると否とにかかわらず、社会的又は経済的関係におい
て」と変更しています。いかなる場合とは違い政治的や軍事的な拘束は認めるものとなっています。 

第１９条 
思想信条良心
の自由 

 憲法で「侵してはならない」となっているものが、自民党案では「保障する」となっています。大きく変わらないように思えます
が、保障すると言うのは、自民党案で公共や公に反しない限りという意味であると取れます。そうなると、個人の思想信条は、大幅
に制限される恐れがあります。 

第１９条の２ 
個人情報の不
当取得の禁止
等 

 自民党案で加わったものです。個人情報の保護については様々な意見が出されていますが、現行の個人情報の保護の義務をすべて
の個人等に課したものであることから、署名活動等の制限がかかることになります。 

第２０条 
信教の自由 
 
 
 
 

 憲法では「いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない」となっているのを自民党案では「政
治上の権力を行使してはならない」と言う部分を削除しています。政教分離の項目の削除にあたり、宗教団体が政治的な権力を行使
することも認めるものになっています。 
 また、３項目目には国や地方自治体の宗教活動の禁止が書かれていますが「ただし、社会的儀礼又は習俗的行為の範囲を超えない
ものについては、この限りでない」としたことから靖国神社への参拝や玉ぐしの代金を公費で支出することは、問題なくなります。 
 特定の宗教団体が政治的な多数を握り、権力をふるうことにより、他の宗教や宗教の信者ではない国民への弾圧への道が開かれる
ことにもつながりかねません。 

第２１条 
表現の自由 
第２１条の２ 
国政上の行為

 自民党案では、２項目目に「前項の規定にかかわらず、公益及び公の秩序を害することを目的とした活動を行い、並びにそれを目
的として結社をすることは、認められない」と加えられています。ここでも個人よりも公益や公が上にかぶせられている他に、表現
の自由や結社の自由を奪うものです。 
 また、第２１条の２では、「国は国政上の行為は、国民に説明する義務を負う」としていますが、現在の情報公開法は、国民の情報



に関する説明
の責務 

公開の請求権が認められていますが、請求権がなくなる恐れがあります。 

第２２条 
居住、移転及
び職業選択等
の自由等 

 ここでは、「公共の福祉に反しない限り」と言う文言を削除しました。弱者保護の立場を捨て、格差社会を容認し、ブラック企業の
活動を容認する内容のものとなっています。 

第２４条 
家族、婚姻等
に関する基本
原則 

 自民党案では、「家族は、社会の自然かつ基礎的な単位として、尊重される。家族は、互いに助け合わなければならない」と家族を
強調した内容になっています。個人ではなく家族が社会の基本であるとしており、個人の尊重から大きく変化しています。また、家
族の単位は明確になっていないのもの先日判決が出された婚外子の権利の問題などが大きく後退する恐れがあります。 

第２５条 
生存権等 

 自民党案では、「国民」が加えられました。一見、問題がないように見えますが、在留外国人に対する生存権が排除された内容にな
っています。 
 

第２５条の２ 
環境保全の責
務 

 自民党案で加えられたものです。当然、環境の保全は、国民として検討し努力していくことは必要なことではありますが、国が行
うことが義務化されておらず、国民が協力することが前提として書かれています。国民への義務化につながる問題を含んでいます。 

第２５条の３ 
在外国民の保
護 

 国防軍を海外に派兵する根拠とできる内容であります。２０１３年１１月１５日には、「緊急時に在外邦人を救出するため自衛隊に
よる陸上輸送を可能とする改正自衛隊法」が参議院を通過しました。憲法で在外国民の保護を明文化することは、輸送のみならず保
護のためには武器使用を可能にするものです。 

第２５条の４ 
犯罪被害者等
への配慮 

 犯罪被害者へ配慮することは、必要なことであると考えられますが、被告人等の人権を定めた規定と矛盾し、あえて明文化する必
要のない項目です。 

第２６条教育
に関する権利
及び義務等 

 自民党案では、「国は、教育が国の未来を切り拓く上で欠くことのできないものであることに鑑み、教育環境の整備に努めなければ
ならない」としています。個人の未来ではなく、国のみらいでありとしていることから、国益を優先する教育を行う恐れがあります。 

第２８条 
勤労者の団結
権等 

 自民党案では、「公務員については、全体の奉仕者であることに鑑み、法律の定めるところにより、前項に規定する権利の全部又は
一部を制限することができる。この場合においては、公務員の勤労条件を改善するため、必要な措置が講じられなければならない」
として、公務員の労働者の権利を奪うものとなっています。ＩＬＯの８７号条約（結社の自由・団結権）に反しており、現在でもＩ
ＬＯからの是正勧告が出ている内容に対して、憲法で規定することは国際的にも認められないことです。 



第２９条 
財産権 
 

 憲法では「財産権は、これを侵してはならない」としているのを、自民党案は「財産権は保障する」に変わっています。第１９条
同様であり、２項では「財産権の内容は、公益及び公の秩序に適合するように、法律で定める。この場合において、知的財産権につ
いては、国民の知的創造力の向上に資するように配慮しなければならない」としており、公益や公の秩序という枠にはめ、その財産
は保障すると言うものであると解釈できます。そして、知的財産は、国民の知的想像力の向上に向いていなければ保護されないと言
うものです。 

第３６条 
拷問及び残虐
な刑罰の禁止 

 憲法では、「絶対禁止」としてあるものが、自民党案では「禁止」となっています。第３１条の（適正手続きの保障）では、「法律
の定める適正な手続きによらなければ、その生命若しくは自由を奪われ、又その他の刑罰を科せられない」の中で「適正な」と言う
文言が加わりました。この文言のみは問題がないように思われます。しかし、第３６条にもかかわる部分であり、公共や公の秩序が
優先される場合は、拷問などが許されると解釈できます。第３１条も同様です。 

第３８条 
刑事事件によ
る自白等 

 憲法では、「何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、又は刑罰を科せられない」となってい
るのを自民党案では「刑罰を科せられない」が削除になっています。有罪にならない限りは刑罰を科せれることは考えにくいのです
が、第３６条で拷問などが許される状況になることなどが予想されることから、問題が生ずる恐れもあります。 

第４章 
国会 
第４７条 
選挙に関する
事項 

 自民党案では、「各選挙区は、人口を基本とし、行政区画、地勢等を総合的に勘案して定めなければならない」と言う文言が加わり
ました。Ｑ＆Ａでは、「１票の格差を是正する必要がないとしたものではありません」と言っているものの、１票の格差は、人口にか
かわるものであり、違憲状態である現在の選挙区割を憲法の文言で肯定することにつながることから問題があります。 

第５４条 
衆議院の解散
と衆議院議員
の総選挙、特
別国会及び参
議院の緊急集
会 

 自民党案で「衆議院の解散は、内閣総理大臣が決定する」という内容は加えられました。衆議院の解散権については、様々な見解
があるものの現在は、内閣総理大臣の権限とするものではありません。内閣総理大臣の権限をより大きくしたものと解釈されます。 

第５６条 
評決及び定足
数 
 

 憲法では「両議院は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなければ、議事を開き議決することができない」とあるのを自民党
案では「両議院の議決は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなければすることができない」としており、議事を行う際には、
ほとんどの議員が欠席でも行えるようになっています。議会の軽視であり、国民主権にも反する内容です。 
 
 



第６３条 
内閣総理大臣
等の議院出席
の権利及び義
務 
 

 自民党案では「ただし、職務の遂行上特に必要がある場合は、この限りでない」と言う文言が加わりました。Ｑ＆Ａでは、「外務大
臣などは重要な外交日程があることが多く、国会に拘束されることで国益が損なわれないようにすると言う配慮から」と言っていま
す。この文言では、職務に必要であると判断した場合（大臣や内閣）は、国会への出席を拒否できることになります。また、国益を
損ねるからとの理由をあげていますが、国益に対して必要な事前交渉は、現在でも事務方等が行っており、最終的な段階で国務大臣
が参加すると言うような状況がほとんどであると言う中では、正当な理由とはなりえません。また、議会の軽視のあたり、問題があ
ります。 

第６４条の２ 
政党 

 自民党案で初めて加わった内容です。この項目が加わったことで無所属で活動することが制限されたり、「政党に関する事項は、法
律で定める」と規定していることから、少数政党に対しての規制や新たな政党の発足に対して規制する等の恐れがあります。結社の
自由を阻害する恐れもあり、問題のある内容です。 

第５章内閣 
第６６条 
内閣の構成及
び国会に対す
る責任 

 憲法では「内閣総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならない」とあるのを自民党案では「現役の軍人であってはならな
い」としています。現在と変わりないのではと感じますが、現在の文民に対する解釈（学説）は職業軍人（旧日本軍人や自衛隊員）
としての経歴のないものを含むとし、軍事思想の強いものを任命しないとしています。この解釈は、羽田孜内閣の法務大臣だった永
野茂門氏や小泉純一郎内閣での中谷元氏などで破られているのが事実でありますが、憲法の文章から文民を除き、現役の軍人でなけ
れば良いとした場合、退役自衛官等でも軍事思想が強く好戦的な人間も国務大臣として任命されることになります。そうなった場合、
戦争ができる国により近づくことは間違いありません。 

第７２条 
内閣総理大臣
の職務 

 自民党案では「最高指揮官として国防軍を統括する」と言う文言が加わりました。自民党は、国防軍の設置を憲法の条文に加えて
いますので、最高指揮者は内閣総理大臣が行うことは現在の自衛隊法から言っても当然のこととなります。しかし、第６６条では、
現役軍人でない限り内閣総理大臣になれることから、軍経験者が内閣総理大臣を行い、国防軍の最高指揮者になります。そうなると
文民統制（シビリアンコントロール）は形骸化され、軍が暴走する恐れがあります。 

第７３条 
内閣の職務 
 
 

 憲法では、内閣の職務の一つとして「この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令には、特にそ
の法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない」としているものを自民党案では「罰則」に変え「義務を課し、
又は権利を制限する規定を設けることはできない」としています。罰則ではなく義務又は権利の制限としたことでの具体的な問題点
は判りませんが、職務の内容が広がったことにより、新たな解釈がしやすくなっています。 

第６章司法 
第７７条 
 

 自民党案では、第７７条の２に検察官に加え、弁護士も最高裁判所の規程に従わなければならないとしました。これは、弁護士が
権力から独立して自治により職業集団として統括すると言う弁護士の自治を侵すものです。弁護士活動が制限される恐れも考えられ
ます。 

第７９条 
最高裁判所の
裁判官 

 憲法では、最高裁判所の裁判官は１０年ごとに国民審査を行われることが書かれていますが、自民党案では、国民投票のやり方を
法で定めるとしていることから、法の内容によっては国民審査が行われることがほとんどないような状況にまで変更できるものです。 
 



第８章 
地方自治 
第９２条 
地方自治の本
旨 

 自民党案では、住民に身近な行政としていますが、道州制の導入等を行おうとしていることを考えると地方自治体が広域化し、住
民の声が反映しにくいものとなることから、身近な行政は言葉だけのものと考えられます。 
 現在の地方自治の権限が大幅に削られ、国政に対し問題点等を議会の意見書として退出することなどもできなくなる恐れを含んで
おり、国民が国政への抑止力として地方議会などを活用することが難しくなります。 
 また、第２項では、地方自治体の役務の提供を等しく受ける権利を有し、その負担を公平に分担する義務を負うとしています。公
平負担義務でまともなように見えますが、格差と貧困が広がる中で公平に負担できない弱者や貧困者は地方自治のまともな提供を受
けられないとするもので、地方自治でも格差を生みだすものです。生存権を否定するものとなりかねません。 

第９３条 
地方自治体の
種類、国及び
地方自治体の
協力等 

 自民党案で、第１項に地方自治は、基礎地方自治とそれを包括する広域地方自治の２段階だとして、解説では道州制の考え方がこ
れにあたるそうです。先にも指摘しましたが、道州制そのものが地方自治を住民から遠ざけるものです。 
 第３項では、自治体協力義務が明確化されています。日本周辺で戦争する米軍に自治体管理の港湾・空港を提供するなどの戦争協
力を義務付ける「周辺事態法」や集団的自衛権の行使において、積極的に自治体を協力させることになる可能性が高いものです。住
民の平和を脅かすものです。 

第９４条 
地方自治体の
議会及び公務
員の直接選挙 

 自民党案では、第２項に地方自治体の長、議会の議員及び法律の定めるその他の公務員は、当該地方自治体の住民であって日本国
籍を有する者が直接選挙するとされており、日本国籍と明記したことから外国人の参政権を奪うものとなっています。これは、自民
党案、第１５条の3と同様のものとなっており、大きな問題があります。 
 

第９５条 
地方自治の権
能 

 自民党案では、財産を管理及び行政を執行する権能が削除されました。地方自治の権限を大幅に削除したことは、国政に対しての
抑制力となる地方自治の機能を過ぎ取るもので、住民の自治権を大きく侵害するものです。 
 

第９章 
緊急事態 
第９８条 
緊急事態の宣
言 

 自民党案で初めて加えられたものです。Ｑ＆Ａでは、『具体的には、有事や大規模災害などが発生したときに、緊急事態の宣言を行
い、内閣総理大臣等に一時的に緊急事態に対処するための権限を付与することができることなどを規定しました。国民の生命、身体、
財産の保護は、平常時のみならず、緊急時においても国家の最も重要な役割です。今回の草案では、東日本大震災における政府の対
応の反省も踏まえて、緊急事態に対処するための仕組みを、憲法上明確に規定しました。このような規定は、外国の憲法でも、ほと
んどの国で盛り込まれているところです』としています。 
現行憲法は、戦前の憲法で人権を奪い、人間の尊重をないがしろにした反省から緊急事態に対するものが盛り込まれていません。 
しかし、東日本大震災をあえて例に出し災害対策のように言っていますが、当然のこととして有事を想定したものです。有事に名

を借りて再び人権侵害が行われることが想定されるものであり、内閣が権力を一気に持つことが想定されます。 
第１項では、内閣総理大臣が緊急事態宣言を行うことができ、国会承認は後日でも良いとし、内閣が国会の抑制力を削ぎ取る恐れ

があります。そして、Ｑ＆Ａでは、第１項で書かれているのは、例示であり、具体的には法律で定めるとしていますが、緊急事態宣



言の基本的性質は、99条に規定している効果を持たせたいときに、緊急事態の宣言を行うとしています。緊急事態の場合は、内閣が
巨大な権限を持ち、三権分立が著しく損なわれ、人権が無視されることも大いに考えられます。 

第９９条 
緊急事態宣言
の効果 

 自民党案では、第１項で『内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定することができる』とし、第３項では『緊急事態の宣言が
発せられた場合には、何人も、法律の定めるところにより、当該宣言に係る事態において国民の生命、身体及び財産を守るために行
われる措置に関して発せられる国その他公の機関の指示に従わなければならない』としています。これはまさにナチスが制定した全
権委任法と同様のものであり、緊急事態宣言がされたと同時に国民すべてをコントロール下に置くと言うものです。なお第３項では、
『基本的人権に対する規定は、最大限尊重しなければならない』としています。しかし、その他の憲法案からすると人勧侵害に対し
歯止めをかけることができないと言わざるを得ません。 

第１０章 
改正 
第１００条 
 

 憲法では、第９６条にあたる部分で、この間、第９条を改正するのは困難だからと第９６条を先に改正しようとして、多くの批判
を浴びた部分です。 
 Ｑ＆Ａでは、『政界的に見ても改正しにくい憲法』『国会での手続きを厳格にするのは、国民が憲法についての意思を表明する機会
が狭められることになり、かえって主権者である国民の意思を反映しないことになる』としています。 
 もともと立憲主義の現行憲法は、少数派の人権を守ることが基本になっており、過半数を占めた政党のみによる独裁が行われない
よう、他の意見の野党とも話し合い、最も合理的で納得のいく内容に落ち着くことで国民へ提案できるようにされています。 
 自民党案は、国民の意思を尊重するように都合よく書いてありますが、特定秘密保護法では、国民の知る権利が制約され、独裁政
権がマスコミをコントロールし、国民を洗脳し、このような状況で国民投票を行い、憲法を改正して少数派となった人々を弾圧する
恐れを持っています。 

第１１章 
最高法規 
 

 自民党案では、憲法の第９７条『この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であっ
て、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたもので
ある』としている国民の自由や権利に対して国家をはじめ何人も侵してはならないとした内容を削除しています。 
 基本的人権は尊重すると言うものの、この憲法は、国民のものではなく国家（権力）にためのものであると言うものです。 

第１０２条 
憲法尊重擁護
義務 

 自民党案の第１項では、まさに憲法に対して国民への尊重する義務を課せました。Ｑ＆Ａでは『遵守するのは余りに当然のことで
あって、憲法に規定を置く以上、一歩進めて憲法尊重義務を規定した』と書いています。 
 そもそも憲法は、権力が守り、国民が権力に対して守らせるものであるものを逆転させています。 
 憲法により、国民に対して足枷を嵌めようとするものです。 
 そして、第２項では天皇や摂政に対しての憲法尊重義務を削除しています。まさに、戦前に回帰するようなものであります。 

    
    



    最後最後最後最後にににに    
  これを整理している２０１３年１２月現在、国会で特定秘密法案が審議されています。すでに国家安全保障会議に関する法律が可決成立しました。 
 そして、特定秘密法を成立させようとしています。 
  自民党の憲法改正案を見ても、今の国会で成立を目指している特定秘密保護法案等をはじめとして集団的自衛権の解釈問題を見ても、日本を再び
暗黒の時代へと戻そうとしていることがよくわかります。 

  現在の自民党の幹事長の石破氏はデモ活動を「単なる絶叫戦術はテロ行為とその本質においてあまり変わらないように思う」とブログに書いてい
ます。その後、内容に火消しに躍起になっていますが、現政権を担う与党の幹部たちがどのような目で、国会周辺で行われるデモを眺めているのか
明らかになりました。 

  私たち、労働者には、団結権や団体行動権があります。しかし、当然、団体行動（ストライキ）などは、企業に対するテロであり、もってのほか
であると思っていることでしょう。 

  今、多くの国民が『原発をなくせ』『特定秘密保護法は許さない』と声をあげており、世論調査でも国民の意思が明らかになってきています。よ
うやくマスコミも声をあげ始めました。 

  今こそ、私たち労働者や労働組合も一致する要求で団結して、闘う時です 
  国鉄労働組合は、過去の戦争を反省し、労働者の権利と国民の権利を守るために作り上げた綱領を基に活動をしています。 
  私たち国労東海本部も今こそ、多くの仲間と声をあげ、再び暗黒の時代へと進むことをさせないように頑張らなければならないとならないことを、
憲法と自民党改憲案の比較をまとめていてあらためて気付きました。 


